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１．事業概要

（１）

① 給　水

人

人

千㎥／ha

② 施　設　

％

③ 料　金

計 画 給 水 人 口

団 体 名 ： 兵庫県小野市

水道事業

計 画 期 間 ：

13　ヵ所

48,700

現 在 給 水 人 口

料 金 体 系 の
概 要 ・ 考 え 方

施 設 能 力 23,700 ㎥／日

平 成 36 年 4 月 1 日

浄水場設置数

配水池設置数

3　施設

0.77

供 用 開 始 年 月 日

～

管 路 延 長

有 収 水 量 密 度

47,415法 適 （ 全 部 ・ 財 務 ）
・ 非 適 の 区 分

公営企業法適用（全部適用）

昭 和 38 年 ４ 月 １ 日

水 源

別添１－２

小野市　　水道事業経営戦略

事業の現況

現在の水道料金は、日本水道協会発刊の水道料金算定要領に基づき、水道料金を設定しています。

水道料金は、次の基本料金と従量料金の合計の額に消費税を加算した額となっています。

令和6年に料金改定と基本水量制（口径13ミリ、20ミリ）を廃止する料金体系の変更を実施します。

366
千ｍ

料 金 改 定 年 月 日
（消費税のみの改定は含まない）

施 設 利 用 率 79.85

施 設 数

改 定 日 ：

年度

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（複数選択可）

事 業 名 ：

策 定 日 ：

表流水 , ダム , 伏流水 , 地下水 , 受水 , その他
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④ 組　織

（２）

（３） 経営比較分析表を活用した現状分析

【組織体制】

　　職員構成　（水道部職員）
　　　　２０代　1人　３０代　１人　４０代　２人　５０代　３人　再任用職員４人　会計年度任用職員２人

平成１１年８月、水道部上水道課、建設部下水道課、経済部農業集落排水課を統合し、組織をスリム化。
平成１６年４月、水道部に管理グループと工務グループのグループ制を導入し、水の一元管理を実施。
　

 

これまでの主な経営健全化の取組

≪経営健全化の取組≫
●アウトソーシングの実施
平成16年度～平成18年度　第１期アウトソーシング（お客様センター、船木浄水場運転管理業務）の実施
平成19年度～平成21年度　第２期アウトソーシング（お客様センター、船木浄水場運転管理業務）の実施
平成22年度～平成24年度　第３期アウトソーシング（お客様センター、船木浄水場運転管理業務）の実施
平成25年度～平成29年度　第４期アウトソーシング（お客様センター、船木浄水場運転管理業務）の実施
平成30年度～令和  4年度　第５期アウトソーシング（お客様センター、船木浄水場運転管理業務）の実施
令和  5年度～令和  9年度　第６期アウトソーシング（お客様センター、船木浄水場運転管理業務）の実施

アウトソーシングの効果
　○人件費の削減
　　　　平成１５年度　３７人　３１０，８２７千円
　　　　平成２８年度　１９人　１３２，０３８千円
　　　　令和　４年度　１６人　１２３，９３２千円

　○未収金の削減
　　　　平成１５年度末残高　　２７，２４０千円
　　　　平成２８年度末残高　　　５，２４２千円
　　　　令和　４年度末残高　　　４，０１８千円

　

補足事項なし

●企業債の繰り上げ返済
平成１９年及び平成２３年において、企業債の繰り上げ返済の実施

●兵庫県水道広域化推進プランに基づき、県下８ブロックに分かれ、広域化の推進について、地域別に検討を進めている。
　当市は、北播磨ブロック５市１町において、ソフト、ハード対策の実施、検討を行っている。
　令和５年度から４市１町により水道メーターの共同購入を実施している。

※　直近の経営比較分析表（「公営企業に係る「経営比較分析表」の策定及び公表について）（公営企業三課室長通知）」による経営比較分析表）を添付すること。

*1　「広域化」とは、①事業統合、②経営の一体化、③管理の一体化、④施設の共同化をいい、それぞれの内容は以下のとおりである。なお、将来の広域化に向けた他団体との勉強
会の設置や人事交流等について説明すべきものがあればその内容も記載すること。
①経営主体も事業も一つに統合された形態、②経営主体は一つだか、認可上、事業は別の形態、③維持管理業務や総務系の事務処理などを共同実施あるいは共同委託等により
実施する形態、④浄水場、配水池、水質試験センターなどの施設を共同保有する形態
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２．将来の事業環境

（１）

（２）

給水人口の予測

水需要は給水人口の変動と、工場用等の使用水量の分析を行い推計しています。平成19年度の有収水量6,474千㎥が平成28年度には6,484千㎥と横ばいでした。し
かしながら人口減少、節水機器の普及により、家庭用の給水量は減少し、令和4年度は、6,381千㎥となっています。今後の水需要の予測としては、新産業団地の稼
働等により、工業用は、増加するものの、給水人口の減少により、家庭用は減少すると予測され、令和９年度の有収水量は6,057千㎥を見込んでいます。
家庭用：人口減少及び節水機器の普及の影響により、家庭用の使用水量は減少傾向にあります。
官公庁用・営業用：近年の実績からみても大きな増減はなく、今後の使用見込みも僅かに減少すると予測します。
工場用：一部企業の水需要の増加により、工場用の使用水量全体としては、横ばい傾向にある。今後は、人口減少に伴い減少傾向と予測します。

水需要の予測

過去10か年（平成19年度から平成28年度）の給水区域内人口（三木市細川地区含む）は、平成21年度をピークに現在まで減少しています。今後も減少傾向は継続す
ると考えられます。
今後の人口については、小野市人口ビジョンの推計値を基準に、給水人口の減少率により推計し、令和9年度末（2027年度末）の給水人口は約46,300人と見込んで
います。
　【実績】

　　【計画期間の推計】
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（３） 料金収入の見通し

料金収入は、平成19年度には水道料金が1,147,616千円でした。平成23年10月に料金改定（減額）を実施したため、収益は減少したものの、一部企業の給水水量が
増加したことにより平成28年度には1,104,086千円まで回復しました。平成29年度をピークに、給水人口の減少により、令和4年度には、1,094,261千円へ減少しまし
た。令和5年度から新産業団地稼働による工業用の増収はあるものの、給水人口の減少に伴い、給水収益は減少を続ける見込みであるため、令和6年度に料金改定
を実施し、令和9年度には1,160,050千円の収益を見込んでいます。
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料金収入の実績（R4まで） 及び 見通し（R5から）
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（４）

水道施設平面図

施設の見通し
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（５）

形　　状

ＳＵＳ鋼板製

14.0m×30.0m×4.58m

ＰＣ造

直径　26.0m×4.0m

8.0m×8.0m×4.0m×2連

ＲＣ造

直径　18.0m×4.0m

ＰＣ造

直径　28.4m×7.0m

ＰＣ造

直径　24.0m×7.0m

ＰＣ造

12.0m×12.0m×5.0m×2連

ＳＵＳ製

計

ＲＣ造

4.0m×3.0m×3.0m

ＰＣ造

耐震化状況

耐震性能有

平成26年度
耐震補強

万 勝 寺 第 2 配 水 池

小 田 受 水 槽

●配水池・調整池

平成元年2月28日

育 ヶ 丘 配 水 池

貯 水 量
（㎥）

1,400

3,000

4,000

1,000

6,000

中 谷 配 水 池

中 谷 調 整 池

1,200

3,300

小野市の水道事業は、各地区の簡易水道事業を統合し現在に至っており、水源地施設、配水池施設、ポンプ施設、電気計装設備などが老朽化が進みつつある状況
です。令和5年1月に河合浄水場が完成し、運転を開始しました。市内の水道管路延長は366㎞です。今後も安定的な水の供給を確保していくために、計画的な施設
更新及び管路更新を行う必要があります。
●浄水施設
　　　船木浄水場　　    　　施設能力：７，２００㎥/日　　水源：表流水、ダム水　 処理方法：膜ろ過　　　　　　　　　　　　　　　整備年度：平成２０年度
　　　市場浄水場　   　　　 施設能力：４，９００㎥/日　　水源：地下水　　　　　　　処理方法：紫外線処理・塩素減菌　　　　  整備年度：平成２４年度
　　　河合浄水場 　　 　　　施設能力：２，６００㎥/日　　水源：地下水　　　　　　　処理方法：紫外線処理・塩素減菌　　　　　整備年度：令和４年度

築年月日

平成27年3月31日

昭和45年12月14日

昭和54年3月31日

令和3年11月30日

昭和47年12月20日

昭和49年11月11日

現在の水道事業の職員数は、行政職11人（うち事務職3人、技術職4人、再任用職員4人）となっています。職員の年齢は50歳以上の職員が63.6%となっています。全
国的に見ても、水道事業における熟練職員の退職により、経験年数が少ない職員による業務遂行がなされています。水道事業の技術部門では経験を必要とする業
務が多く、その技術の継承が課題となっています。また、事務部門においても、企業会計や料金制度に精通した人材が必要な状況になっています。
このため、水道お客様センター及び浄水場の運転管理業務等のアウトソーシングなど民間的経営手法を活用した、効率的な組織体制及び適正な職員配置に努めま
す。

6.7m×5.0m×3.0m×2連(右)

ＲＣ造

組織の見通し

昭和57年7月31日

昭和57年7月31日

ＲＣ造

9.7m×7.2m×4.0m×2連

10.0m×5.0m×4.15m×2連

ＲＣ造

榊 配 水 池

昭和63年1月27日

直径　28.0m×9.8m

15.0m×15.0m×3.5m×2連

ＲＣ造

小 田 配 水 池

名　　称

焼 山 配 水 池 1 号 池

500

1,600

2,000

昭和63年2月29日

36

焼 山 配 水 池 2 号 池

黍 田 配 水 池

河 合 配 水 池

万 勝 寺 第 1 配 水 池
（ 1 号 池 ）

万 勝 寺 第 1 配 水 池
（ 2 号 池 ）

25,612

耐震性能有

平成23年度
耐震補強

耐震性能有

耐震性能有

耐震性能有

ＰＣ造

直径　19.6m×10.0m

阿 形 配 水 池

日 吉 配 水 池

昭和53年1月1日

平成8年12月27日

平成10年2月1日

8.4m×3.85m×3.15m×2連
203

耐震性能有

ＲＣ造

9.9m×7.2m×3.0m(左)

平成10年2月1日

400

558

415
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３．経営の基本方針

４．投資・財政計画（収支計画）

（１）

（単位：百万円）

３０年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度
（2018年度） （2019年度） （2020年度） （2021年度） （2022年度） （2023年度） （2024年度） （2025年度） （2026年度） （2027年度）

21 170

21 3 170

1

1

1

130 1

879 72

53 3

225

3

48

9 10

17 3 30

1 1 1 1 1 1 1 1 1 1

万勝寺増圧ポンプ（送水）V=1,900㎥ 20 32

榊送水ポンプ（送水）V=6,000㎥ 14 180

5

3

1 15 54 379 986 259 59 4 176 202

（単位：百万円）

３０年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度
（2018年度） （2019年度） （2020年度） （2021年度） （2022年度） （2023年度） （2024年度） （2025年度） （2026年度） （2027年度）

127 49

6 8 17 5

44

133

143 95 69

88 78

43 24 86 115

9 50 60 110

15

15

270 193 101 61 138 183 193 50 60 140

目 標

安全・安心・安定の信頼される水道を目標とし、水道水の安定供給を維持するため、更新基準年数、優先度を
考慮した管路更新を計画的に進める。災害発生時の防災活動拠点、主要医療機関、指定避難所等「重要給水
拠点施設」への管路及び人口密集地域等の水道管を優先的に耐震管へ更新する。
中長期的な管路更新需要を考慮し、耐震管への更新は年間1％を目標に進め、計画期間の基幹管路の耐震化
率50％を目標とします。

浄水場

配水池

施設更新計画

投資・財政計画（収支計画）　：　 別　紙　の　と　お　り

水道事業は、その公共性から清浄、豊富、低廉な水を安定的に供給することが求められています。多様化する生活様式に対応した水需要に応え、より安全・安心な
水を供給するため、水道施設の改修、老朽管等の改良に努めるなど、給水サービスの充実に努める必要があります。また、水道事業は公営企業として、採算性を重
視した経営がより求められるため、計画的かつ効率的な投資を行うとともに、安定的な収益の確保を図り、経営基盤を強化し健全経営に努めることを基本としていま
す。
●小野市水道事業の目指すべき目標（将来像）
目標１　安全・安心・安定の信頼される水道
　　　　　⑴　安全な水道水質の維持・向上　　⑵　効率的な水道施設の再構築と維持管理
目標２　災害に備えた強靭な水道
　　　　　⑴　水道施設のレベルアップ　⑵　危機管理のレベルアップ
目標３　健全な経営を持続できる水道
　　　　　⑴　経営基盤の強化　⑵　組織運営の強化・効率化　⑶　顧客満足度の向上　⑷　環境への配慮

（２）投資・財政計画（収支計画）の策定に当たっての説明

①　収支計画のうち投資についての説明

河合浄水場

船木浄水場（膜ろ過）

増圧・送水ポンプ施設

河合配水池（1,400）

減圧弁更新

　市内13基設置

⑥万勝寺第２配水池～北丘方面

⑦はなみずき～らんめん

⑧らんめん交差点～小野南中

⑨共進信号～旭丘中

⑩小田ｾﾌﾞﾝｲﾚﾌﾞﾝ～コミセン下東条

管　合計

⑤万勝寺第１配水池～脇本方面

小田増圧ポンプ

来住増圧ポンプ

管更新

④万歳橋

榊配水池（3,300）

市場浄水場

焼山配水池（3,600）

中谷配水池（1,000）

万勝寺第2配水池（4,000）

　建築物等　合計

①図書館前交差点～きらら～黒川町

②新産業団地

市場第３（取水井）交差点部

施設名称

③垂井区画整理事業

水源地

河合第１（取水井）新部町

河合第２（取水井）三和町

市場第１（取水井）水源地内

市場第２（取水井）ﾌﾟﾛﾊﾟﾝ屋横
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③　収支計画のうち投資以外の経費についての説明

目 標 有益な補助金等を活用し、出来る限り料金収入により費用回収を行う。

②　収支計画のうち財源についての説明

≪料金収入≫
令和4年度までの実績、電気料金等の物価上昇の状況、令和5年度以降の給水人口予測、大口使用企業等の水需要の動向を踏まえ、令和6年の料金改定による収
入で推計する。
≪国庫補助金等≫
「補助金」や広域化、脱炭素化推進事業等の財政措置があるものは出来る限り活用する。内部留保資金を建設改良費の補填財源として活用する。
浄水場、配水池、水源地、管路等の施設更新には、国庫補助金、企業債を活用し、建設時の費用負担の平準化を図る。
一般会計出資債等の活用を検討し、地方公営企業繰出基準に基づく繰入金を確保する。

　＜取組例＞
　　　・委託料に関する事項…令和４年度決算額を基に、物価上昇率は、年３％の増加を加味し、推計する。
　　　・修繕費に関する事項…令和４年度決算額を基に、物価上昇率は、年３％の増加を加味し、推計する。
　　　・動力費に関する事項…今後の配水見込に基づき算出する。物価上昇率は、年３％の増加を加味し、推計する。
　　　・職員給与費に関する事項…令和４年度決算額を基に、物価上昇率は、年３％の増加を加味し、推計する。
　　　・減価償却費…固定資産台帳に登録されている償却資産及び今後の投資計画に基づき算出する。
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（３）投資・財政計画（収支計画）に未反映の取組や今後検討予定の取組の概要

①　投資について検討状況等

②　財源について検討状況等

③　投資以外の経費についての検討状況等

５．経営戦略の事後検証、更新等に関する事項

※　投資・財政計画（収支計画）に反映することができなかった検討中の取組や今後検討予定の取組について、その内容等を記載すること。
　　 また、（１）において、純損益（法適用）又は実質収支（法非適用）が計画期間内の最終年度で黒字とならず、赤字が発生している場合には、赤字の解消に向け
　 た取組の方向性、検討体制・スケジュール等について記載する必要があること。

今後、この計画の実施状況を適宜評価・検証を行いながら、現行計画期間が完了する令和９年度（2027年度）に次期
計画を策定する。
また、経営戦略と実績との乖離が著しい場合や、計画の前提となる経営や財政の状況が大幅に変更となった場合につ
いても見直しを行う。

施 設 ・ 設 備 の 長 寿 命 化 等 の
投 資 の 平 準 化

アセットマネジメントにより更新需要を比較検討し、将来の更新のピークを大規模更新時期（令和22年度以降の20年間）に平準化
し、国庫補助金、企業債等の財源を確保し、計画的に更新を進めます。
令和５年度に改定した「投資・財源計画」に基づき、浄水場や配水池など水道施設の計画的な更新と施設の長寿命化を図ります。

広 域 化

兵庫県が主体となり実施する広域連携に関する地域別協議会に参加し、近隣市と共に様々な広域連携の手法について検討しま
す。
令和５年度から４市１町による水道メーターの共同購入を実施しています。
令和６年度から兵庫県下の市町連携により広域漏水調査事業を実施します。

料 金

経 営 戦 略 の 事 後 検 証 、
更 新 等 に 関 す る 事 項

資 産 の 有 効 活 用 等 （ *2 ） に よ る
収 入 増 加 の 取 組

そ の 他 の 取 組
ＤＸ、ＧＸ等を推進するため、太陽光発電、省エネ設備への更新を検討、実施します。
スマートメーター、水道開閉栓手続きのオンライン申請等の導入を検討します。

「世代間負担の公平性」を図りつつ、将来負担を平準化するため、企業債を活用します。

地方公営企業繰出基準に基づき、一般会計からの繰入を行います。

ＰＰＰやＰＦＩの導入の可能性について検討し、委託可能なものは委託します。

繰 入 金

特になし

施 設 ・ 設 備 の 廃 止 ・ 統 合
（ ダ ウ ン サ イ ジ ン グ ）

施 設 ・ 設 備 の 合 理 化
（ ス ペ ッ ク ダ ウ ン ）

遊休資産の有効活用を検討していきます。
将来の大規模更新時期を見据え、保有する資金の債券運用、定期預金等により資金確保に取り組みます。

そ の 他 の 取 組 特になし

企 業 債

*2　遊休資産の売却や貸付、債券運用の導入、小水力発電や太陽光発電など

委 託 料

修 繕 費

そ の 他 の 取 組

投資計画に基づいた財源計画に基づき、今後の物価上昇、人口減少、設備更新計画を踏まえ、令和６年度に水道料金の改定を
実施します。今後も５年に一度程度、料金改定の必要性を検証し、適切な水道料金の維持に努めます。

民 間 の 資 金 ・ ノ ウ ハ ウ 等 の 活 用
（ PPP ／ PFI の 導 入 等 ）

職 員 給 与 費 水道事業独自での見直しは行っていませんが、委託業務の見直し等により効率的・能率的な組織体制を構築します。

委託業務の増加が見込まれるため、増加傾向にあります。

管路の老朽化等により、修繕費は増加傾向にあると見込まれますが、ストックマネジメント計画に基づき、水道施設の点検、整備
の時期、頻度を見直すなど、経費の削減について検討します。

新産業団地等の稼働等により、当市の水需要は大幅な減少はないと予測されるため、当面の間ダウンサイジング等の予定はあり
ません。しかしながら、水需要を注視し、配水池の統廃合等、適切な施設規模による更新を検討します。

人口減少による水需要の見込み等を勘案し、水道施設・設備の合理化について検討を行います。
配水管等の口径変更を検討し、更新計画を検討します。
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様式第2号（法適用企業・収益的収支） 投資・財政計画
（収支計画）

（単位：千円，％）

年　　　　　　度 28年度 29年度 30年度 1年度 2年度 3年度 4年度 5年度

区　　　　　　分 （ 実 績 ） （ 実 績 ） （ 実 績 ） （ 実 績 ） （ 実 績 ） （ 実 績 ） （ 実 績 ） （決算見込）
１． (A) 1,109,957 1,141,600 1,119,012 1,104,233 1,134,967 1,123,780 1,109,545 1,109,516 1,191,216 1,181,030 1,172,040 1,160,050
(1) 1,104,086 1,135,316 1,112,161 1,090,468 1,114,083 1,108,081 1,094,261 1,095,910 1,163,000 1,168,000 1,159,000 1,147,000
(2) (B) 2,203 2,420 3,041 9,997 16,901 11,583 10,974 9,604 25,194 10,000 10,000 10,000
(3) 3,668 3,864 3,810 3,768 3,983 4,116 4,310 4,002 3,022 3,030 3,040 3,050

２． 167,218 171,013 175,756 175,800 176,726 216,756 199,274 209,978 193,071 192,400 191,400 194,400
(1)

(2) 141,220 141,857 145,266 152,883 144,214 165,651 141,977 155,796 158,600 158,000 156,000 158,000
(3) 25,998 29,156 30,490 22,917 32,512 51,105 57,297 54,182 34,471 34,400 35,400 36,400

(C) 1,277,175 1,312,613 1,294,768 1,280,033 1,311,693 1,340,536 1,308,819 1,319,494 1,384,287 1,373,430 1,363,440 1,354,450
１． 983,845 979,951 1,046,039 1,040,475 1,007,526 1,020,962 1,045,581 1,132,891 1,158,000 1,190,000 1,191,000 1,210,000
(1) 72,405 69,959 65,178 60,725 70,835 75,822 66,674 63,164 62,765 64,649 66,590 68,590

30,056 33,435 33,640 28,606 38,935 33,609 33,503 31,427 32,840 33,826 34,841 35,887
735 3,027 3,474 3,796 3,000 4,000 4,120 4,244 4,372

42,349 36,524 30,803 32,119 28,873 38,739 29,375 28,737 25,925 26,703 27,505 28,331
(2) 591,746 589,493 649,190 645,837 603,057 606,479 633,021 678,751 682,235 707,351 719,410 732,410

58,205 61,158 61,202 57,777 55,816 60,872 77,799 80,000 100,940 103,969 107,089 110,302
30,196 21,514 31,727 19,290 18,636 22,010 30,699 40,000 46,435 47,829 49,264 50,742

679 115 125 343 767 398 3,793 500 1,500 1,545 1,592 1,640
502,666 506,706 556,136 568,427 527,838 523,199 520,730 558,251 533,360 554,008 561,465 569,726

(3) 319,694 320,499 331,671 333,913 333,634 338,661 345,886 390,976 413,000 418,000 405,000 409,000
２． 12,252 9,878 13,207 10,254 18,299 18,953 29,648 27,971 30,000 31,000 32,000 33,000
(1) 12,186 9,819 7,954 6,625 5,498 4,327 4,707 7,971 10,000 11,000 12,000 13,000
(2) 66 59 5,253 3,629 12,801 14,626 24,941 20,000 20,000 20,000 20,000 20,000

(D) 996,097 989,829 1,059,246 1,050,729 1,025,825 1,039,915 1,075,229 1,160,862 1,188,000 1,221,000 1,223,000 1,243,000
(E) 281,078 322,784 235,522 229,304 285,868 300,621 233,590 158,632 196,287 152,430 140,440 111,450
(F) 1,860 900 6,100 1,388 79,273 11,974 3,929 2,018 1,000 1,000 1,000 1,000
(G) 1,818 119 321 362 552,266 53,115 115 138 200 200 200 200
(H) 42 781 5,779 1,026 △ 472,993 △ 41,141 3,814 1,880 800 800 800 800

281,120 323,565 241,301 230,330 △ 187,125 259,480 237,404 160,512 197,087 153,230 141,240 112,250
(I)
(J) 4,226,831 4,483,601 4,120,953 3,874,063 3,059,090 2,979,843 3,039,825 2,777,291 2,691,422 2,753,699 2,832,102 2,899,914

58,035 57,819 85,530 17,131 155,564 92,709 370,056 173,403 143,333 89,000 172,500 180,000
(K) 269,119 245,922 245,192 370,082 326,567 244,282 718,274 319,968 304,840 264,431 269,904 280,268

50,649 38,344 32,727 33,854 35,025 28,649 36,357 46,275 47,682 49,303 57,456 64,280

96,622 94,193 103,735 223,004 129,627 79,505 554,911 146,088 129,768 137,928 133,848 135,888
( I )

(A)-(B)

(L)

(M) 1,107,754 1,139,180 1,115,971 1,094,236 1,118,066 1,112,197 1,098,571 1,099,912 1,166,022 1,171,030 1,162,040 1,150,050

(N)

(O)

(P)
健 全 化 法 施 行 令 第 17 条 に よ り 算 定 し た
事 業 の 規 模

健全化法第22条により算定した
資 金 不 足 比 率

(（N）/（P）×100)

営 業 収 益 － 受 託 工 事 収 益 (A)-(B)
地 方 財 政 法 に よ る
資 金 不 足 の 比 率

(（L）/（M）×100)

健 全 化 法 施 行 令 第 16 条 に よ り 算 定 し た
資 金 の 不 足 額

健 全 化 法 施 行 規 則 第 ６ 条 に 規 定 す る
解 消 可 能 資 金 不 足 額

地方財政法施行令第15条第１項により算定した
資 金 の 不 足 額

累 積 欠 損 金 比 率 （

う ち 建 設 改 良 費 分
う ち 一 時 借 入 金
う ち 未 払 金

×100 ）

支 払 利 息

流 動 負 債

支 出 計
経 常 損 益 (C)-(D)

特 別 利 益
特 別 損 失
特 別 損 益 (F)-(G)

収

益

的

収

支

当 年 度 純 利 益 （ 又 は 純 損 失 ） (E)+(H)
繰 越 利 益 剰 余 金 又 は 累 積 欠 損 金
流 動 資 産

う ち 未 収 金

そ の 他

収 入 計

収

益

的

支

出

営 業 費 用
職 員 給 与 費

基 本 給
退 職 給 付 費
そ の 他

経 費
動 力 費
修 繕 費

収

益

的

収

入

材 料 費
そ の 他

減 価 償 却 費
営 業 外 費 用

そ の 他

6年度 7年度 8年度 9年度

営 業 収 益

他 会 計 補 助 金
そ の 他 補 助 金

長 期 前 受 金 戻 入

料 金 収 入
受 託 工 事 収 益
そ の 他

営 業 外 収 益
補 助 金



様式第2号（法適用企業・資本的収支） 投資・財政計画
（収支計画）

（単位：千円）

年　　　　　度 28年度 29年度 30年度 1年度 2年度 3年度 4年度 5年度

区　　　　　分 （ 実 績 ） （ 実 績 ） （ 実 績 ） （ 実 績 ） （ 実 績 ） （ 実 績 ） （ 実 績 ） （決算見込）

１． 200,000 200,000 260,000 156,500 84,000 167,500 190,000

２．

３．

４．

５．

６． 24,925 45,447 67,500 45,217 110,605 126,568 277,387 73,650 66,551 29,000 112,500 120,000

７．

８． 45,752 25,440 23,402 20,893 31,847 48,451 16,198 27,148 21,949 21,765 23,621 22,445

９． 191,000 180,000 168,000 155,000 141,000 126,217 110,000 207,000 99,000 104,000 108,000 111,000

(A) 261,677 250,887 258,902 221,110 283,452 501,236 603,585 567,798 344,000 238,765 411,621 443,445

(B)

(C) 261,677 250,887 258,902 221,110 283,452 501,236 603,585 567,798 344,000 238,765 411,621 443,445

１． 283,944 188,381 276,139 273,135 814,197 622,580 961,046 519,295 398,184 261,536 413,655 440,927

18,144 17,408 13,020 14,032 19,523 21,237 25,297 23,962 24,392 25,124 25,878 26,655

２． 58,621 50,649 38,344 32,727 33,854 35,025 28,649 36,357 46,275 47,682 49,303 57,456

３．

４． 240,000 240,000 720,000 700,000 180,000 160,000 140,000 120,000 100,000 80,000 60,000 40,000

５． 1,166 1,111 2,341 300,000 25,700 206,100 200,500 200,500 200,500

(D) 582,565 480,196 1,035,594 1,005,862 1,030,392 817,605 1,429,695 701,352 750,559 589,718 723,458 738,883

(E) 320,888 229,309 776,692 784,752 746,940 316,369 826,110 133,554 406,559 350,953 311,837 295,438

１． 220,888 109,309 338,692 252,752 273,940 81,369 826,110 133,554 406,559 350,953 311,837 295,438

２．

３．

４． 100,000 120,000 438,000 532,000 473,000 235,000

(F) 320,888 229,309 776,692 784,752 746,940 316,369 826,110 133,554 406,559 350,953 311,837 295,438

0 0

(G)

(H) 325,844 275,194 236,850 204,123 170,269 335,244 506,595 730,238 840,463 876,781 994,978 1,127,522

○他会計繰入金 （単位：千円）

年　　　　　度 28年度 29年度 30年度 1年度 2年度 3年度 4年度 5年度

区　　　　　分 （ 実 績 ） （ 実 績 ） （ 実 績 ） （ 実 績 ） （ 実 績 ） （ 実 績 ） （ 実 績 ） （決算見込）

1,317 1,317 1,317 1,323 1,328 1,334 1,225 1,700 1,720 1,720 1,720 1,720

1,317 1,317 1,317 1,323 1,328 1,334 1,225 1,700 1,720 1,720 1,720 1,720

1,317 1,317 1,317 1,323 1,328 1,334 1,225 1,700 1,720 1,720 1,720 1,720

9年度

収 益 的 収 支 分

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

資 本 的 収 支 分

7年度6年度

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

合 計

8年度

資

本

的

収

支

補 塡 財 源 不 足 額 (E)-(F)

他 会 計 借 入 金 残 高

企 業 債 残 高

資本的収入額が資本的支出額に
不足する額     　　    (D)-(C)

補

塡

財

源

損 益 勘 定 留 保 資 金

利 益 剰 余 金 処 分 額

繰 越 工 事 資 金

そ の 他

計

計
(A)のうち翌年度へ繰り越さ
れる支出の財源充当額

純 計 (A)-(B)

資

本

的

支

出

建 設 改 良 費

う ち 職 員 給 与 費

企 業 債 償 還 金

他 会 計 長 期 借 入 返 還 金

他 会 計 へ の 支 出 金

資

本

的

収

入

そ の 他

計

そ の 他

う ち 資 本 費 平 準 化 債

他 会 計 出 資 金

6年度 7年度 8年度 9年度

企 業 債

工 事 負 担 金

他 会 計 補 助 金

他 会 計 負 担 金

他 会 計 借 入 金

国 （ 都 道 府 県 ） 補 助 金

固 定 資 産 売 却 代 金



全体総括

82.92

①経常収支比率
　「経常収支比率」は100％を上回っており、全国
平均及び類似団体と比較しても数値は高く、健全な
経営状態にある。
②累積欠損金比率
　累積欠損金のない状況が続いている。
③流動比率
　「流動比率」は令和4年度末での未払金が増加し
たため減少したが、100％を大きく上回り、1年以内
の支払に対し十分な現金等を有している。
④企業債残高対給水収益比率
　令和3年度以降、起債を行っているため増加して
いるが、過去に繰上げ償還を実施したことにより、
企業債残高は全国平均及び類似団体と比較しても十
分に少ない状況となっている。
⑤料金回収率、⑥給水原価
　「料金回収率」は全国平均及び類似団体平均値を
上回り、「給水原価」はそれらを下回っているが、
今後の施設更新費用の財源確保のため、令和6年4月
に料金の増額改定を行う予定である。
⑦施設利用率
　全国平均及び類似団体と比較して数値は高く、効
率的な運転ができている。
⑧有収率
　継続して行っている漏水調査等により、有収率は
類似団体と比較して高い水準が続いている。平成30
年度以降有収率の低下がみられるため、新技術を活
用するなど漏水対策を強化し、老朽管の更新工事を
計画的に進めていく必要がある。

2. 老朽化の状況について

①有形固定資産減価償却率
　新たな浄水場が完成し、有形固定資産の帳簿原価
が増加したことで数値は改善し、全国平均及び類似
団体平均を下回っている。
②管路経年化率
　全国平均及び類似団体と比較しても数値は低く、
計画的な管路の更新を行っている。
③管路更新率
　令和3年度の値が0.0%となっているが、正しくは
0.14％である。令和3年度及び令和4年度は、浄水場
整備を行なったことから、管路更新が抑制され、管
路更新率は類似団体平均を下回っているが、優先順
位に基づいた管路更新を行っている。引き続き計画
的な更新を進めていく。2. 老朽化の状況

給水区域面積(km
2
) 給水人口密度(人/km

2
) － 類似団体平均値（平均値）

　経営の健全性・効率性に関して、本市の事業経営
の状況は、類似団体と比較して良好で、施設、管路
の更新も計画的に行われている。
　しかしながら一部企業の給水量の増加はあるもの
の、人口減少に伴う給水収益の減少する一方、今後
の管路や施設の更新等による経費の増加が見込ま
れ、厳しい財政運営が予測される。
　安全で安心な水を常に安定して届けることができ
る事業運営を行うため、経営戦略及び投資・財源計
画に基づいた計画的な施設の更新、更なる経費の削
減に取り組んでいく。
　また、アセットマネジメントに基づく施設規模の
見直しや延命化などを行うとともに、運営基盤の強
化を図り、安定した水道事業の運営に取り組んでい
く。

571.82 【】 令和4年度全国平均

分析欄

1. 経営の健全性・効率性 1. 経営の健全性・効率性について

- 88.14 100.13 2,750 47,415

資金不足比率(％) 自己資本構成比率(％) 普及率(％) 1か月20ｍ
3
当たり家庭料金(円) 現在給水人口(人)

47,451 92.94 510.56 ■ 当該団体値（当該値）法適用 水道事業 末端給水事業 A5 非設置

経営比較分析表（令和4年度決算）
兵庫県　小野市

業務名 業種名 事業名 類似団体区分 管理者の情報 人口（人） 面積(km
2
) 人口密度(人/km

2
) グラフ凡例

0.00

0.20

0.40

0.60

0.80

1.00

1.20

1.40

1.60

H30 R01 R02 R03 R04

当該値 1.48 1.12 0.50 0.00 0.33

平均値 0.58 0.54 0.57 0.52 0.48

95.00

100.00

105.00

110.00

115.00

120.00

125.00

130.00

135.00

H30 R01 R02 R03 R04

当該値 122.23 121.82 127.87 128.91 121.72

平均値 110.66 109.01 108.83 109.23 108.04

44.00

45.00

46.00

47.00

48.00

49.00

50.00

51.00

52.00

H30 R01 R02 R03 R04

当該値 46.40 47.42 49.05 50.88 48.87

平均値 47.66 48.17 48.83 49.96 50.82

0.00

5.00

10.00

15.00

20.00

25.00

H30 R01 R02 R03 R04

当該値 4.03 3.61 2.55 2.77 8.85

平均値 15.10 17.12 18.18 19.32 21.16

①経常収支比率(％)

0.00

0.50

1.00

1.50

2.00

2.50

3.00

3.50

4.00

4.50

5.00

H30 R01 R02 R03 R04

当該値 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

平均値 2.74 3.70 4.34 4.69 4.72

0.00

200.00

400.00

600.00

800.00

1,000.00

1,200.00

1,400.00

1,600.00

1,800.00

H30 R01 R02 R03 R04

当該値 1,680.70 1,046.81 936.74 1,219.84 423.21

平均値 366.03 365.18 327.77 338.02 345.94

0.00

50.00

100.00

150.00

200.00

250.00

300.00

350.00

400.00

450.00

H30 R01 R02 R03 R04

当該値 21.30 18.72 15.28 30.25 46.30

平均値 370.12 371.65 397.10 379.91 386.61

0.00

20.00

40.00

60.00

80.00

100.00

120.00

140.00

H30 R01 R02 R03 R04

当該値 122.00 122.65 128.44 128.03 118.03

平均値 100.42 98.77 95.79 98.30 93.82

0.00

20.00

40.00

60.00

80.00

100.00

120.00

140.00

160.00

180.00

200.00

H30 R01 R02 R03 R04

当該値 140.41 139.47 132.44 133.59 145.28

平均値 171.67 173.67 171.13 173.70 178.94

0.00

10.00

20.00

30.00

40.00

50.00

60.00

70.00

80.00

90.00

H30 R01 R02 R03 R04

当該値 79.36 78.31 81.41 81.05 79.85

平均値 59.74 59.67 60.12 60.34 59.54

78.00

80.00

82.00

84.00

86.00

88.00

90.00

92.00

94.00

96.00

H30 R01 R02 R03 R04

当該値 94.57 93.85 92.99 92.40 92.38

平均値 84.80 84.60 84.24 84.19 83.93

②累積欠損金比率(％) ③流動比率(％) ④企業債残高対給水収益比率(％)

⑤料金回収率(％) ⑥給水原価(円) ⑦施設利用率(％) ⑧有収率(％)

①有形固定資産減価償却率(％) ②管路経年化率(％) ③管路更新率(％)

【108.70】 【1.34】 【252.29】 【268.07】

【89.76】【59.97】【174.75】【97.47】

【51.51】 【23.75】 【0.67】


